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第４章 まとめ 

 

4.1 まとめ 

本研究では、津波火災による被害の予測に関する基礎的な研究として、東北地方太平洋

沖地震の事例に基づくリスクモデルの構築を検討した。第３章までの検討内容を以下にま

とめる。 

 

「第１章 研究の概要」では、本研究の背景・目的、研究の概要を示した。東北地方太

平洋沖地震では津波浸水域の至るところで小規模な火災が発生したが、そのメカニズムの

多くが未解明である上、全数を把握することができない。そこで、全数のある程度分かる、

津波浸水域で発生した建物間の延焼火災に焦点を絞って、リスクモデルの構築を検討する

こととした。 

 

「第２章 ガレキ堆積状況と津波火災との関係の考察」では、第３章の基礎的な検討と

して、航空写真および航空レーザ測量データなどを用いて、東北地方太平洋沖地震の津波

によるガレキ堆積状況を把握し、津波火災との関係を考察した。女川地区から北側の三陸

海岸と石巻東地区から南側の大規模な平野部ではガレキ堆積状況が異なり、津波火災のリ

スクが前者と後者で異なっていたと考えられることが分かった。 

 

「第３章 事例に基づくリスクモデルの構築」では、第２章の考察に基づいて、東北地

方太平洋沖地震の津波火災事例を三陸海岸とそれ以南の大規模な平野部で区別し、津波火

災の発生確率や延焼面積などについて、回帰モデルの構築を検討した。 

その結果、三陸海岸の事例について、まず津波火災の発生確率を考え、次に津波火災が

発生した場合の延焼面積を考える 2 段階の回帰モデルが構築できた。津波火災の発生確率は

流失した建物の密度で、津波火災の延焼面積は流失を免れた建物の数で主に説明する回帰

モデルである。この参考として、津波火災の発生件数の回帰モデル、地区内の津波火災の

リスクの大きい場所の目安の分かる回帰モデルも構築した。 

また、構築したリスクモデルの活用に関して、他の地震や地域に適用するための方法な

どを考察した。構築したリスクモデルは、大規模な平野への適用には再現性などの課題が

あること、東北地方太平洋沖地震との諸条件の違いが考慮できないことなどに留意が必要

である。 

 

4.2 今後の課題 

最後に、第３章までの検討内容を踏まえて、今後の課題を取りまとめた。 
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(1) 本研究で構築したリスクモデルの改良 

東北地方太平洋沖地震以外の国内外の津波火災事例について情報を収集し、リスクモデ

ルの構築に使用するデータの数を増やすことが、構築したリスクモデルの精度向上や大規

模な平野における再現性の良いリスクモデルの構築につながる可能性が考えられる。 

ただし、国内の津波火災事例については、現状では 1993 年北海道南西沖地震による奥尻

島の事例以前のものしかなく、情報収集に制約がある。海外の津波火災事例については、

情報収集の制約に加えて、国内と国外の諸条件の違いの取り扱いに留意が必要である。 

 

(2) より工学的なリスクモデルの構築 

本研究で構築したリスクモデルでは、東北地方太平洋沖地震との諸条件の違いを考慮す

ることが難しい。そこで、より工学的なリスクモデルの構築が理想となる。 

本研究では、①津波来襲後に至るところで発生した小規模な火災のメカニズムの多くが

未解明である、②ガレキ堆積状況を精度よく予測することが難しい、③個々の建物の流失

の状況を精度よく予測することが難しいなど、現在の種々の制約のもと、回帰モデルの構

築を検討した。 

将来、技術が発展し、このような制約が解消されれば、部分的にでもより工学的なモデ

ルに置き換えることで、構築したリスクモデルの精度向上につながる可能性が考えられる。 

 

(3) 本研究の対象外としたリスクモデルの構築 

湾上で発生した気仙沼市の事例や製油所で発生した仙台市の事例、3 日後に発生した気仙

沼市の事例については、建物間の延焼メカニズムが異なり、他の津波火災事例と同列に取

扱うことができない可能性があるため、本研究の対象外とした。また、東北地方太平洋沖

地震では発生しなかった特殊なリスクが隠れている可能性もゼロではない。 

これらのリスクの大きさを評価可能なモデルの構築が望まれる。 
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